10月度スポット原稿サンプル（自由にアレンジを）
消費税廃止各界連絡会
　ご通行中の皆さん、私たちは消費税廃止各界連絡会です。いま街頭で、消費税増税に反対する宣伝・署名をおこなっています。しばらくの間ご協力をお願いします。

　菅首相は、臨時国会の所信表明演説で、法人税減税を盛り込んだ経済成長戦略の推進や財政の健全化などが重要な課題であると強調しました。
とりわけ、消費税について、社会保障改革の財源確保を口実に、「消費税を含め、税制全体の議論をすすめたい」として、野党に増税議論の推進を呼びかけました。

　その後の各党代表質問や予算委員会のなかでも、増税議論の推進を迫る質問が民主党や自民党などから繰り返し出されるなど、消費税増税の大合唱ともいうべき状況がつくり出されています。
　また、民主党は独自に、社会保障財源として消費税増税をはじめとした税制全体を検討する調査会を開き、すでに議論をはじめています。

　こうした状況にあるだけに、地域の隅々から消費税増税反対の声を上げ、国会に届けることが重要になっています。そのためにも今、街頭でおこなっている署名にご協力をお願いします。

　ご通行中のみなさん、周辺にお住まいのみなさん

　消費税は景気を底から冷やす最悪の大衆課税です。

　もし、消費税が10％に引き上げられれば、総額12兆円、４人家族で年間16万円もの負担増になります。増税の負担によって、消費購買力が抑えられ、今でも深刻な消費不況がさらに悪化し、日本経済に破壊的影響を及ぼすことは避けられません。
　そのことは、１９９７年、自民党の橋本内閣が強行した消費税の５％への増税と医療費の値上げが、回復しつつあった景気に冷や水を浴びせて、大型倒産を引き起こすなど深刻な不況をつくり出したことに示されています。

ご通行中のみなさん、財政を再建し、社会保障を充実させるためには、次の２つのことが重要になっています。１つは、雇用と所得を確保し、国民が本当に豊かになったと実感することのできる経済政策の推進です。それは、不安定雇用をなくして、誰もが安心して働くことのできる雇用のルールをつくること、大企業と中小企業の取引を公正におこなうためのルールの確立、そして、農林水産業を再生させ、社会保障を拡充することです。
そうすれば、国民の暮らしが豊かになり、財政面でいえば、新たな税収増をはかることができます。
もう一つは、ダム建設や高速道路の見直しによって、大型開発を抑制し、条約上の義務もない在日米軍への「おもいやり予算」をはじめとした軍事費の削減おこなうなど、歳出の無駄を削ること、そして、下げすぎた法人税や所得税の最高税率をもとに戻し、株の利益や配当を優遇する証券優遇税制の見直すことなど、歳入の改革をおこなうことです。
こうした対策を本気で実行すれば、消費税に頼ることなく、財政を健全化し、社会保障を充実させることができます。

　こうした提案をして、消費税増税に反対している各界連の署名にご協力をお願いします。
